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図一4　具体的分野（群別）とバブル以後の方向
のほとんどの雇用安定度が大幅に低下し、格の激
変が見られる。その反面、官公庁を中心とした公
的部門の相対的所得水準が上昇し、安定的雇用と
相挨って、その格は高くなっており、人材はその
ような分野に集中しだしている。民間部門の活力
こそ経済の源泉であることを考えれば、この傾向
の進行が続けば、将来経済社会の活力の低下とい
う重大な問題に直面するであろう。
　第二に、農業や商店などの個人事業や自営業、
小・零細企業の長期低落傾向が一貫して続いてい
る。格も低いと見なされることが多いことから、
跡継ぎが少なく人材はほとんど集まらない。堺屋
太一氏もいうように、日本は現在でも自営業者が
減少している唯一の先進国である12）。今後期待さ
れるベンチャー・ビジネスも、小単位の事業から
始めることが多いことを考えると、その前途は多
難といわざるを得ない。
　第三に、バブルの崩壊によって金融機関の破綻
が相次いだことから、銀行や証券会社などの格が
大幅に低下し、最も有利な職場と思われていた業
界のイメージがすっかり変わってしまった。民間
会社にはもはや安全で高給な職場が少なくなった
ことが、大衆レベルにまで浸透したインパクトは
大きく、日本的な年功序列や終身雇用を否定した
「日本的サラリーマンの崩壊」の時代の到来を予
感させるものである。
残された課題一一結びに代えて
　イギリスのような階級がない日本では、所得格
差による階層的問題は、主として産業の二重構造
を起点とし、企業系列、企業集団という視点から
論じられることが多かった。ここに、もっと包括
的な意味での「格」という問題を正面から分析さ
れることが少なかった理由がある。
　現実はどうであろうか。高校生や大学生の集ま
りでは、○○大学は一流、△△大学は二流、××
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大学は三流など日常的に語られている。主婦の井
戸端会議でも、何々さんの夫は一流の○○銀行、
息子はかわいそうに三流の△△工業、というよう
な話が多い。奥村宏氏も指摘するように、主婦は
どの会社が一流でどの会社は三流というような事
だけはやけに詳しい7）。お婆さんも、うちの孫は
○○省に勤めているよ、と自慢げに話している。
また、結婚の際に、本人の学歴や職場の格が問題
になるだけでなく、父親の職場の格までもが話題
となる場合も多い。
　このような光景を見ていると、産業の「二重構
造論」などをはるかに超えた問題が、日本の大衆
社会に広範囲にはびこっている。本稿では、この
ような「格」社会について経済的背景を中心に分
析し、日本の組織の大部分は「ローリスク・ハイ
リターン」から「ハイリスク・ローリターン」の
領域に分散していることを強調した。
　ここでいう「格」とは、すでに指摘したように
「階級」とは異なり、固定的なものでもないし、
それほど明確な概念の上に立つものでもない。し
たがって、世間の評価というような非常にあやふ
やなものも含んでいる。しかし、日本には確かに
存在し、それが前述したように、子供から年寄り
に至るすべての年齢層で広範囲に定着している。
　注目すべきことは、良い意味でも悪い意味で
も、この格意識が日本の経済社会の駆動力になっ
ていることである。例えば、教育において一流会
社や官庁に就職するために、一流大学を目指して
激しく競争する。受験学力の向上には役立つが、
高い志を持った「真のエリート」は育たない。エ
リート層の貧困は、日本の将来に暗い影を落とし
ている13｝。
　受験戦争に勝ち残った一流大学出身の学生は、
安定的で給料が高い一流会社や官庁に就職したが
り、ハイリスクのベンチャー企業には行きたがら
ない。もしそのような学生がいたとしても、親が
「こんな、聞いたこともない会社」といって猛反
対する14）。このような風土で開拓精神の旺盛なア
メリカに太刀打ちできるだろうか。
　現在、巨大企業であるソニーやホンダも、終戦
直後に小さなベンチャー企業から始まった。その
ような企業の群生が、戦後の日本経済を牽引する
原動力となった。戦後50年余、そのような起業化
精神はどこにいってしまったのであろうか。
　このように見てくると、本稿の主題である格
は、「はじめに」でも述べたように、日本の経済社
会システムを特徴づける多くの因子の中核部分に
位置しており、経済活力の根源に深くかかわって
いる。したがって、この点の分析なしには、今日
の日本の経済社会システムの本質、さらにはそれ
が有する病理にメスを入れることは不可能であ
る。明らかに、本稿での考察は、その序章にすぎ
ない。組織（企業）の格を規定している原動力の
本質は何か、個人個人の格は何で決まるのか、こ
のような問題を含めて残された課題はあまりにも
多い。
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